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８．「休暇」の欄については、年次有給休暇は６か月間勤続勤務し、その間の出勤率が８割

以上であるときに与えるものであり、その付与日数を記載すること。時間単位年休は、

労使協定を締結し、時間単位の年次有給休暇を付与するものであり、その制度の有無を

記載すること。代替休暇は、労使協定を締結し、法定超えとなる所定時間外労働が１箇

月６０時間を超える場合に、法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払に代えて有給

の休暇を与えるものであり、その制度の有無を記載すること。（中小事業主を除く。）

また、その他の休暇については、制度がある場合に有給、無給別に休暇の種類、日数

（期間等）を記載すること。

９．前記６、７及び８については、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合において

は、所定時間外労働の有無以外の事項については、勤務の種類ごとの始業及び終業の時

刻、休日等に関する考え方を示した上、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項

名を網羅的に示すことで足りるものであること。

10．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。ただし、就業

規則に規定されている賃金等級等により賃金額を確定し得る場合、当該等級等を明確に

示すことで足りるものであること。

・ 法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、法定超えとなる所定時間外労

働が１箇月６０時間を超える場合については５割（中小事業主を除く。）、法定休日

労働については３割５分、深夜労働については２割５分、法定超えとなる所定時間外

労働が深夜労働となる場合については５割、法定超えとなる所定時間外労働が１箇月

６０時間を超え、かつ、深夜労働となる場合については７割５分（中小事業主を除く。）、

法定休日労働が深夜労働となる場合については６割以上の割増率とすること。

・ 破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

11．「退職に関する事項」の欄については、退職の事由及び手続、解雇の事由等を具体的に

記載すること。この場合、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、

当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであ

ること。

（参考） なお、定年制を設ける場合は、６０歳を下回ってはならないこと。

また、６５歳未満の定年の定めをしている場合は，高年齢者の６５歳までの

安定した雇用を確保するため，次の①から③のいずれかの措置（高年齢者雇用

確保措置）を講じる必要があること。

①定年の引上げ ②継続雇用制度の導入 ③定年の定めの廃止

12．「その他」の欄については、当該労働者についての社会保険の加入状況及び雇用保険の

適用の有無のほか、労働者に負担させるべきものに関する事項、安全及び衛生に関する

事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項、表彰及び

制裁に関する事項、休職に関する事項等を制度として設けている場合に記入することが

望ましいこと。

「雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口」は、事業主が有期雇用労働者からの

苦情を含めた相談を受け付ける際の受付先を記入すること。

13．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で就業規則

を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しないこと。

＊ この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様式どお

りとする必要はないこと。


